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社会動向レポート

見えない格差を可視化する、�
データの整備と活用例
～教育分野を中心に～

社会政策コンサルティング部
　主任コンサルタント　森安　亮介

　持続可能な社会実現に向けたカギとも言える教育格差の是正。この是正が難しい点は、そもそ
も格差が目に見えにくいことにある。データに基づいて分析し、メカニズムが明らかになって初
めて「格差」として認識できるためだ。また、格差是正の対応もデータによる検証を踏まえてこ
そ妥当性が判断できる。本稿では、「情報格差が生みだす地域の大学進学差」を例に、データに基
づいた課題把握や対応策検証の必要性について述べる。その上で、データに基づく施策の実施に
向けた3つの具体策を紹介する。

１．はじめに

　いまや小学校の授業にも登場する SDGs。企
業や行政の取り組みも連日のように報じられ、
SDGsに関する報道を目にしない日はないと
言っても過言ではない。その SDGsの掲げる目
標達成の重要な役割を担うのが教育である。国
連の定める17の達成目標のうち「目標4．教育」
として一角を占めるだけではなく、貧困の撲滅
（目標1）や健康・福祉の向上（目標3）、働きがい
や経済成長（目標8）、技術革新（目標9）など複数
の目標達成に教育の拡充が大きく寄与するため
である。
　教育に関する SDGsの目標は「目標4．質の
高い教育をみんなに」と掲げられ、公正で質の
高い教育をすべての子どもに提供することや、
教育への平等なアクセスを担保することなど、
教育格差の是正に関する目標が明記されている。
教育への平等なアクセスなどと聞くと、ついそ
の対象は発展途上国だと思われがちである。し
かし、教育機会の格差はわが国にも存在する。

とくに問題が根深いのは、目に見えにくい教育
格差である。本稿ではまず、そうした見えざる
教育格差の一端を例示するとともに、データが
あって初めて可視化できることを紹介する。次
に、一見効果的に思える対応策も、データをも
とに検証することで初めてその限界や新たな課
題が浮き彫りになることをお伝えする。そして
最後に、そうした検証に必要な3つの具体策と
して、追跡データの構築や行政情報の活用、施
策のリサーチデザインについて述べる。

２．見えざる教育格差

（１）�情報格差が引き起こす都市・地方間の大学
進学格差

　わが国に存在する教育格差の顕著な例の一つ
が、地域による大学進学差である（1）。都道府県
別の高校卒業生のうち大学進学者の割合を示し
た図表1を確認すると、最も高い京都府や東京
都では高校生の大学進学率は65％以上に上る。
これに対して最も低い沖縄県は35％に過ぎない。
すなわち、国内でおよそ2倍近い進学差が存在
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することになる。
　もちろん進学・進路選択はあくまで個人の自
由である。そのため、上述の進学差が個人の適
切な意思決定による結果であれば、一概には問
題だとは言えない。しかし、教育社会学や経済
学の諸研究では、こうした差は、個人の意思決
定のみならず家庭環境の違いや地域の違いに
よっても引き起こされていることが明らかになっ
ている。例えば、地域によって大学の定員人員
が異なること（上山2012など）や地域の県民所得
が異なること（佐々木2006など）などが代表例で
ある。たしかに大学数が都市部よりも少ない地
方では、地元大学の定員人員も限られる。また、
地方から都市部の大学に通うことは生活費負担
にもつながるため進学にも影響を及ぼすであろ
う。
　もしも地域の進学差の要因が、こうした大学
収容人数や家計所得だけであれば、格差は発見
しやすく対応もしやすいだろう。例えば奨学金
の拡充や大学定員人数の調整など政策的対応策

も浮かびやすい。ところが問題は、格差の要因
が親や地域による目に見えない影響にある点で
ある（3）。こうした目に見えない影響は、データ
を収集して分析を重ねることで初めて顕在化さ
れる。例えば教育社会学を中心に教育格差の先
行研究を整理した松岡（2019）では、両親の学歴
によって習い事やメディア消費時間に差がある
ことや、子供に進学を期待する割合も親の学歴
によって異なること（松岡2019）、両親の学業や
職業といった家庭の社会・経済的背景によって
子供の学習努力量が異なること（苅谷2001、
Matsuoka 2013）、親の読書量・読書習慣が子
供にも引き継がれる世代間伝達が起こっている
こと（松岡・中室・乾2014）など、親の影響に関
する実証研究が例示されている（4）。
　目に見えない要因は、親による影響だけでは
ない。地域による違いも見逃せない。とくに重
要なのは、情報の地域格差によって、進学に対
する生徒の認識に地域格差が生じている点であ
る。東京大学「高校生の進路に関する調査」（5）

図表1　都道府県別高校卒業者の大学進学率（2）

（資料）文部科学省「学校基本調査」（令和2年度）をもとにみずほリサーチ&テクノロジーズ作成
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の個票データを用いて分析した筆者の研究（森安　
2021a）では、大学進学によって得られるメリッ
ト（ここでは「大卒・高卒間の賃金差異」を代理
変数としている）について、地方圏の高校生は三
大都市圏よりも統計的に有意に低く認識してい
ることが明らかになった（6）。その影響からか、
中学時点で同様の学力だった生徒を比較しても、
地方圏の高校生は都市圏より有意に大学進学希
望が低かった。こうした大学進学に対する認識
の違いを引き起こす要因を分析したところ、地
方・都市間の情報差があることも明らかになっ
た。具体的には、調査で確認できる情報取得経
路のうち都市圏では「塾や予備校の先生」、「学
校の進路指導」、「学校の先生」、「学校のガイド
ブック」、「オープンキャンパス」、「家族」など
多様な情報経路によって大学進学に対する認識
や主観的な進学メリットを高めているのに対し、
地方圏で有効なのは「学校のガイドブック」だ
けであり、それ以外の項目（前述の「塾や予備校
の先生」、学校、「家族」などの項目）に統計的に
有意な影響は確認できなかった。こうした結果
からは、同じ高校生であっても居住地域によっ
て取得する情報が異なり、大学進学に対するそ
もそもの認識に違いが生じている様子が伺える。
こういった目に見えない格差は、高校生の認識
について精緻に調査した貴重なデータが存在し
てこそ明らかに出来るものである。

（２）�情報提供によって解決できるか？ランダム
化比較実験を用いた検証

　では情報格差の是正に向けてどのように対応
すればよいのだろうか？直感的には「情報の差
が問題なのであれば、情報を提供すればよい」
と思いがちだ。しかし現実はそう単純ではない。
以下に示すように、効果が限定的であったり、
思わぬところに影響を及ぼすことが知られてい
るためである。

　情報提供による影響を検証する際、有用な手
法がランダム化比較実験である。これは、対応
を施す層（Treatment group:介入群）と、対応を
施さない比較可能な層（Control group：対照群）
を準備し、外的条件を同一にした上でその前後
変化を比較検証する分析手法である（7）。ただし、
その実施には平等性や倫理的な問題、学校現場
の受容など様々な困難が伴うことを前著「行政
への浸透に向けた EBPMの課題とその一方策
～EBPMを契機とした行政・研究の連携を～」
（森安2019）で述べた。しかし工夫によって一定
期間の実験を実施することは可能である。例え
ば、生徒をランダムに振り分けることが難しい
場合には、学校単位・クラス単位でランダム化
する方法（クラスターランダム化比較実験）があ
る。また、ある特定層だけの情報提供が不公平
だとされる場合には、実験・研究期間終了後に
対照群にも同様の情報を提供することで教育の
平等性を保つことも可能である（フェーズインラ
ンダム法）。
　筆者は慶應義塾大学において、これらの手法
を用い、進学情報提供の影響に関する実験研究
を行った（森安2021b）。これは地方のとある高
校を対象としたクラスターランダム化比較実験
であり、生徒に対して大学進学による金銭的な
リターン（最終学歴別の平均所得の違い）・キャ
リアパスの違い・進学に関する費用（学費、付随
する生活費、奨学金制度など）などの情報を提供
しその影響を検証したものである。結果、生徒
たちが希望する勉強時間については統計的に有
意な変化がみられた。具体的には、情報を授受
した生徒はそうでない生徒に比べて有意に「今
後行おうと思う勉強時間（平日1日あたり）」が
高まっていた。しかしその一方で、進学希望に
ついては一部の生徒に上昇がみられたものの、
生徒の大半は無変化であった。経済学では、大
学進学にかかる費用（コスト）と進学によって得



4

見えない格差を可視化する、�データの整備と活用例　～教育分野を中心に～�

られる効用（リターン）を比較して進学可否を判
断するものと考えられている（8）が、適切な進路・
進学情報の提供は、生徒の進路選択の直接的な
変更ではなく、むしろ自身への教育投資意欲の
喚起に影響したことを示唆している。加えて、
興味深いことに、実験の結果、情報提供によっ
てむしろ逆に進学希望が減退するような生徒も
一部確認された。そうした生徒の特徴は、もと
もと過度に高い大学進学リターンを見込んでお
り、なおかつ低学力の層であった。この現象は
前述した経済学の理論に照らすと次のように解
釈できる。すなわち、一般的に低学力者ほど学
力向上のための必要な投資（時間的・金銭的・心
理的なコスト）は高くつくが、進学情報の取得に
よって「当初思っていたほどには、投資コスト
に見合うリターンが得られない」ことを認識し、
結果、大学進学意欲が減退したというものであ
る。この実験研究から得られる教訓は、第一に、
進学に関する情報を提供したからといって必ず
しも生徒の反応が進学選択に直結するとは限ら
ないという点である。第二に、学生によっては
情報提供がむしろ進学意欲を減退させてしまう

可能性もある点である。こうした教訓は、行政
や学校関係者などが留意すべき点であろう。
　もちろんこの1研究だけで、情報提供の影響
を断定するのは拙速である。そこで複数の研究
結果も確認したい。実は進学と情報提供の関係
性は、経済学では2010年ごろから世界各国で実
験的研究が行われている。とくに進学によって
得られるリターンに対する個々人の認識につい
ては、Perceived Returns（主観的な期待収益）
と概念づけられ、近年注目されている。前述の
ように、経済学では進学によって得られる効用
と費用の現在価値を比較して進学判断がなされ
るものと考えられているが、従来の経済学では、
個人は情報をすべて正確に認識し完全予見でき
ることが前提とされていた。しかし現実的には、
個人の収集できる情報には限界があり、認識で
きるリターンはあくまで主観的なものに過ぎな
い。ノースウェスタン大学のチャールズ・マン
スキー教授が言うように、「経済学者は進路選択
と結果に関するデータから教育のリターンを推
計しようとするが、若者は、家族や友人らが過
去にどんな選択をし、その後どうなったかを参

（資料）森安（2021b）を参考にみずほリサーチ &テクノロジーズ作成

図表2　フェーズインランダム法を用いたクラスターランダム化比較実験のイメージ
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考に自分の進路を考える」のである（マンスキー
2020,p190）。実際、Perceived Returnsを実証
する実験研究の嚆矢にもなったNguyen（2008）
では、地方ほど情報が乏しく、期待収益と実際
のリターンにギャップが生じることを指摘した
上で、マダガスカルで情報提供実験を行ってい
る。結果、進学のロールモデルも交えた情報に
よって学業成績が高まることを示しているが、
その一方で進学によるリターンを過大評価して
いた生徒については、むしろ学業成績が下がっ
たことも発見している。
　その他、進学コストに関する情報提供実験も
各国で行われている。適切な情報提供によって
進学選択に正の影響を与える結果が多いものの、
ここでも単なる情報提供だけでは影響は限定的
だとする結果も存在する。例えば、アメリカ低
所得者に対する奨学金支援の実験研究では、奨
学金情報だけの提供では大学進学への効果は乏
しく、個別的なサポートとセットになってこそ
効果が発揮されることを明らかにしている
（Bettinger et al. 2012）。
　このように、「情報提供」という一見妥当に思
える対応策も、いざ検証するとその効果は限定
的であったり、改善点が浮き彫りになったりす

ることが伺える。例えば個別サポートをせず単
に情報提供するだけでは効果が限定的なことや、
情報提供によってむしろ進学意欲が減退する可
能性などは、検証なき対応ではつい見逃してし
まう現象であろう。
　こうした教訓は大学進学情報の分野に限らず、
行政や企業が行う多くの施策にも当てはまる。
一見どれだけ妥当と思える対応策であっても、
「単なる思い込みかもしれない」と疑ってかかる
必要があり、対応後の効果検証や意図しない副
作用（Unintended Consequences）の有無を点
検することが求められる。ただし、こうした検
証・点検には、事前設計やデータの準備がもの
をいう。なにか施策を講ずる際は、必ず事後の
効果検証とセットで検討し、効果検証も見据え
た設計・実施が必要不可欠となる。次章にて詳
述したい。

３．�効果の検証に求められる事前設計・
追跡データ・行政情報

　それでは、効果検証も見据えた施策の検討・
実施にあたり何が必要だろうか。筆者はこれま
で厚生労働省や文部科学省におけるEBPM（エ
ビデンスに基づく政策立案）推進支援に携わり、

（資料）森安（2021b）を参考にみずほリサーチ&テクノロジーズ作成。図表中の国旗は実験対象地域を示す。

図表3　進学情報の影響に関する実験研究例

0

図表３

主に教育投資のリターンに着⽬ 主に教育コストに着⽬

• Nguyen(2008)

• Jensen(2010)

• 森安(2021b)

• Bettinger et al.(2012)
• Booij et al.(2012)
• Loyalka et al.(2013)
• Oreopoulos and Dunn.(2013)
• Dinkleman et al.(2014)
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政策の各種効果分析や省内向け研修などを行っ
てきた。そうした経験を踏まえ、必要となるデー
タや、対応策実施時の工夫といった観点から、
次の3つを紹介する。

（１）追跡データの収集・蓄積
　企業・学校・行政にかかわらず、読者がもし
データ構築に携わる立場ならぜひご検討いただ
きたいのが、追跡的なデータの構築である。個
人や企業、学校など同一個体を追跡的に把握す
るデータを蓄積しておくことで、施策の効果検
証は各段に精度が高まる（9）。なお、こうした追
跡的なデータをパネルデータという。都道府県
単位など集計されたデータ（第1世代）、１時点
における個別の主体について記述した個票デー
タ（第2世代）と比べて、パネルデータは第3世代
のデータとも呼ばれる。
　第1世代・第2世代のデータでは、その時点に
おける状態は観察できるものの、何かの施策の
因果的な効果を把握することは難しい。例えば
2017年以降のキャリア教育の実施によって生徒

の進路選択にどのような変化が生じたのかを知
りたい場合、実施以前の2015年と実施以降の
2020年を単純比較するだけでは、キャリア教育
の影響は確かめられない。別の要因（学生の世代
の違い・景気変動など）による影響が排除できな
いためである。どのようなキャリア教育を受け
た個人が（又は、どのようなキャリア教育を施し
た学校が）、その後、キャリア教育を受けていな
い層と比較して進路状況が変化したかを把握で
きて初めて、因果的な効果を検討できることに
なる。
　こうしたパネルデータは、例えば21世紀出生
児縦断調査（厚生労働省・文部科学省）など、あ
る特定層を追跡した調査であれば行政でもいく
つか存在する。ただし、ある特定の層だけの追
跡の場合、他世代との比較ができず分析には限
界がある。そうした中、わが国の人口構成を反
映したパネルデータとして稀有な例が慶應義塾
大学の持つパネルデータ「日本家計パネル調査
JHPS/KHPS」である。筆者も共同研究員とし
て週2日勤務している慶應義塾大学パネルデー

（資料）慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターHPを参考にみずほリサーチ &テクノロジーズ作成

図表4　第3世代と言われるパネルデータ

3

図表４

3

第１世代

第２世代

第３世代

 個々の主体の行動や属性を集計したデータ
 都道府県や国の単位で集計された横断面データや時系列データ

例：進学率、失業率、平均所得…など

 1時点における個々の主体の行動・属性を記述した横断面ミクロデータ
 政府のミクロデータ（=個票形式のデータ、調査票情報）

 同一の主体を長期にわたり追跡調査したデータ
 パネルデータ
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タ設計・解析センター（センター長：山本勲教
授）では、2004年から毎年、個人や世帯を対象
に追跡した調査を行っている。その調査では、
家族構成、個人属性、学歴、就業・就学状態を
ベースに、所得、教育、健康・医療、消費、所
得、住宅、生活時間の配分、親との居住関係に
至るまで包括的なテーマについて追跡調査がな
されている。また、新型コロナウイルス感染症
の影響を把握するため、2020年5月以降追加的
に特別調査も実施されている。その結果、コロ
ナ禍前には在宅勤務実施率に所得階層による差
は見られなかったにもかかわらず、コロナ禍以
後の2021年4月には高所得層で顕著に在宅勤務
が拡大。ワークエンゲージメントや自己研鑽の
学習時間も高所得層で増大したことなどが明ら
かになっている（山本・石井2021、石井・中山・
山本2021）。こうした分析は、コロナ禍前の段

階から個人の就業状態や学習時間、心理状態な
どを調査し、追跡的に検証できたからこそ可能
となる分析である。もちろん事後的にアンケー
トを行い、回顧的に過去を振り返って回答する
ことも可能である。しかし詳細な前後変化や要
因分析、因果関係の検証という点では限界があ
るし、仮に過去のワークエンゲージメントなど
を回顧的に答えてもその信頼性は低い。
　なお、慶應義塾大学では、教育分野に特化し
たパネルデータも収集・蓄積されている。2010
年以降、慶應義塾大学パネルデータ設計・解析
センターが前述のパネル調査の回答対象者のう
ち子どものいる世帯に対し、算数（数学）・国語・
推論の基礎学力テストや、生活に関するアンケー
ト、教育環境や子育て・子どもの行動に関する
アンケートを行っている（日本子どもパネル調
査）。加えて、慶應義塾大学こどもの機会均等研

（資料）各種資料を参考にみずほリサーチ &テクノロジーズ作成

図表5　パネルデータのイメージ

4

図表５

2017年４月
進学率〇%

〇
〇
〇
●
●
●
●
●
▲
▲

〇
〇
〇
〇
●
●
●
▲
▲
▲

2019年４月
進学率〇%

〇
〇
〇
●
●
●
●
●
●
▲

2021年４月
進学率〇%

追跡されていないデータの場合

 各時点における断面的な実態把握は可能。
しかし施策の効果検証はできない。

〇
〇
〇
●
●
●
●
●
▲
▲

〇
▲
▲
〇
●
〇
●
▲
●
〇

〇
●
●
〇
●
〇
●
▲
●
●

パネルデータの場合

 各時点の断面的な実態把握は可能。
 各主体の変化等も把握可能。施策やイベントをうまく
比較することで、変化の要因や施策の因果的な効果検
証が可能。

2017年４月
進学率〇%

2019年４月
進学率〇%

2021年４月
進学率〇%
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究センター（センター長：赤林英夫教授）とも連
携し、親子の二世代にわたって追跡したデータ
も構築。経済格差や教育格差の世代間連鎖に係
る各種研究も行われている。

（２）�行政情報・校務情報など業務上、収集され
ている情報の利活用

　さらに、もしも読者が行政関係者や教育委員
会・学校関係者などで、行政データや校務情報
にも関わる方なら、ぜひご検討いただきたいの
が行政情報や校務情報の活用である。前述のパ
ネルデータは研究テーマに即した調査はできる
反面、数値の正確さ・脱落の少なさ・観測値数
の多さ等の点についてはデメリットもある（別所
ら2019,田中2020等）。長年にわたり個人や企業
を追跡調査する過程で、どうしても回答が途中
で途絶えてしまったり、回答者数を増やそうし
てもコストが発生してしまったりするためであ
る。
　そこで近年注目されているデータが行政デー
タ（administrative data）である。自治体は日々
の業務を遂行する上で必要なさまざまな行政
データを持っており，特に教育政策に関連する
分野では学力テストや体力テスト、児童生徒の
健康診断情報など，さまざまな有益なデータを
保有している（田中2020）。これらのデータは行
政や学校の業務遂行のために収集されたもので
あり、ほぼ全数のデータが蓄積されている。こ
うしたデータを他の情報と紐づけることで、目
には見えない社会課題を浮き彫りにすることが
可能になる。
　こうしたデータは既に北欧諸国やアメリカな
どで活用されている。特筆すべきは、教育以外
の分野のデータとも紐付けることで新たな発見
を生み出している点である。例えば、アレック
ス・ベルらハーバード大学の研究では、ニュー
ヨーク市の児童のテストの点数およそ20年分の

データを、成人後の税務記録や特許記録と紐づ
けることで、教育が成人後のイノベーションに
与える影響について分析している。結果、恵ま
れない家庭環境等の「教育機会の不平等」によっ
て、イノベーション創出という「教育結果の不
平等」が引き起こされていることを明らかにし
ている。そうした教育機会の不平等によって喪
失されたイノベーションの機会（10）も推計してお
り、推計の結果、恵まれない家庭環境など不利
な立場にいた生徒たちが、もしも有利な立場（白
人の高収入家庭）と同等の教育を受けていたら、
アメリカでは今の4倍近いイノベーターが存在
することを示している（Alex Bell et al.2019）。
この他にも、アンガス・ディートン（11）やアン・
ケースらの研究では、教育データに死亡記録や
健康データ、人口動態調査などを紐づけて分析
している。その結果、アメリカの各属性のうち
中年白人の学士号未満の労働者層だけが医療・
健康状態の悪化がみられることが明らかになっ
た（アン・ケース&アンガス・ディートン2021）。
教育の差によって、成人後の健康状態や心理的
苦痛、死亡率などにも影響が及んでいたのであ
る。
　こうした研究の利点は、学校卒業後の「中長
期的な教育成果」を明らかにすることにある。
一般的に用いられる学力テストなどのデータは、
学力向上等については検証できるものの、学校
卒業後の影響はとらえにくい。これに対して上
記のような研究は、成人後の雇用や健康、福祉、
医療、技術革新などの分野のデータを教育デー
タと紐づけることで、学校現場だけでは発見で
きないような、新たな課題やメカニズムを浮き
彫りにしている。もちろんこうしたデータは前
述のパネルデータでも取得可能ではあるが、1
から追跡データを収集・蓄積すると、生徒が成
人後に至るまで多くの年月を待たねばならない。
その点、行政データを用いれば既に存在するデー
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タを紐づけることで追跡的なデータセットの構
築が可能になるのである。そうしたデータさえ
あれば、統計的な分析手法を駆使することで、
「もしも平等な教育を受けていたら、成人後どん
な違いがあったか」という、現実には存在しな
いような、いわば仮想的な教育成果を推計でき
る。いま我々が実際に観察できるのは、いま現
実に存在する成人の教育成果だけだが、もしこ
うした仮想的な教育成果を可視化できれば、現
実との比較によって我々が気付かないうちに
失っている機会を認識することができる。こう
した潜在的に失っている機会について、例えば
早稲田大学の松岡亮二准教授は「一人ひとりに
教育機会がもっと与えられていれば、あなたが
癌になったとき、担当医は現在の医者よりも優
秀かもしれないし、新しい抗癌剤を創薬する研
究者も増えるかもしれない」（松岡2019.p314）
と述べている。適切なデータさえあれば、こう
した”今とのギャップ”を数字で示すことが可

能になる。目の前に見える問題の改善だけに終
始するのではなく、こうした可視化によって浮
き彫りになる「あるべき姿と現状とのギャップ」
に目を向けることで、より適切な課題設定がで
きるようになる。
　もちろん行政データの整備には、情報管理や
プライバシー・人権、利活用ルールの在り方や
法的側面、社会的合意などいくつかの課題が存
在する。拙速なデータ整備や活用にはリスクも
はらんでいることは言うまでもない。そのため、
先進的な諸外国や先行自治体などの実情やリス
クも吟味した上で、検討・対応していくことが
必要であろう。なお、国内に限っても東京都足
立区・大阪府箕面市・兵庫県尼崎市など、すで
に行政データの活用や複数データの突合・利用
がなされている自治体も存在する。とくに大阪
府箕面市では、教育データと家庭環境に関する
データを突合することで、支援が必要な子ども
の早期発見にも活用されている（子ども成長見守

（資料）各種 HPよりみずほリサーチ &テクノロジーズ作成

図表6　行政情報の活用が進む自治体の一例

自治体 データの概要
東京都足立区 ・ 小学２年生から中学３年生までの全児童生徒を対象として2009年から学習内容状況

と生活学習習慣の実態把握のための調査を実施。2009年から2018年までの学力調査
のパネルデータが構築されている。

・ 就学援助受給状況や体力調査結果なども紐付け、足立区独自の教育政策における政
策における効果検証も行っている。

大阪府箕面市 ・ 子どもをマッチングキーとして、「生活保護」「就学援助受給状況」など家庭環境に
関するデータと、「学力」「体力」「登園状況」「児童相談所の各種情報」などのデー
タベースを突合。

・ これらのデータによって、学校が現場ですら気付きにくいような、子どもの孤立・
要支援状況などの早期発見につなげている。

兵庫県尼崎市 ・ 生徒の学力に関する調査（あまっ子ステップ・アップ調査）データを、住民基本台帳
を起点とした保健所データ・生活保護データ・就学援助データ・身長体重データ等
と突合。個人が特定できないよう匿名化処理を施したうえで研究者にデータを提供
し、各種研究を行っている。

・ 出生時体重や家庭の貧困状況、就学前の状況（身体発育・精神発達）などが、就学後
の生徒の学力や非認知能力、身体的発達に与える影響について分析を行っている。
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りシステム）。こうした先行例の経験にも学びな
がら、適切な範囲でデータ構築を広めていくこ
とが有用である。

（3）�事前の設計（効果検証にむけた分析のリサー
チデザイン）

　では、データベース構築に関する部門ではな
い担当者には何も対応できないのかというと全
くそんなことはない。筆者も厚生労働省や文部
科学省むけの EBPM研修等で、むしろデータ
部門以外のすべての事業担当者にお願いしてい
る対応策は、効果検証にむけた事前の設計（リ
サーチデザイン）である。重要なのは、施策を実
施する前に、（1）施策によってもたらされる効
果の仮説を立て、（2）効果のうち、定量化でき
る指標とデータセットを定め、（3）効果が抽出
できるような比較可能な対象（対照群）等の準備
をしておくことである。例えば学校教育分野を
例にすると、近年1人1台端末の配布やアクティ
ブ・ラーニングの実施など新たな教育ツール・

教育手法が学校現場に導入されている。こうし
た導入の効果検証に際し、事後的にアンケート
やインタビューをいくら精緻に行っても、残念
ながら因果的な効果を抽出することは難しい。
仮にアクティブ・ラーニングの実施頻度と生徒
学力に相関関係があったとしても、それはアク
ティブ・ラーニングによって学力向上が引き起
こされたのか、それとも学力の高い学校ではア
クティブ・ラーニングの実施がスムーズなのか
が識別できないためである。因果的な効果を検
証するためには、新たな手法と比較可能なグルー
プ（対照群）を予め設定しておくとともに、新手
法によって変化が起こるであろう効果を測るた
めの定量指標やデータ、分析手法を先に決めて
セットしておくことが必要である。
　このような、事前に仮説を立てて検証項目や
データを検討する姿勢は、前向き（prospective）
アプローチと呼ばれる。このアプローチは、す
でに蓄積されている調査やデータをもとに集計・
分析するようなアプローチ（後ろ向きアプロー

（資料）各種資料を参考にみずほリサーチ &テクノロジーズ作成

図表7　効果検証で必要な前向きアプローチ

5

現在過去 未来

後
ろ
向
き

前
向
き現在から未来への

時間軸に沿って
観察・分析

既に蓄積されている
データや事例等をもとに、
現在から振り返って分析

retrospective prospective

図表７
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チ）とは発想が大きく異なる上、事前設計がもの
をいう。仮に制度上、一朝一夕には比較可能な
対象（対照群）の設定は難しかったとしても、少
なくともこうした前向きアプローチの視点を取
り入れて施策を講じることが、効果検証の質を
高める第一歩である。
　なお、施策担当者が前向き（prospective）アプ
ローチを実践するための有益なフレームワーク
が「ロジックモデル」である。これは、行政や
教育分野のみならず、何らかの施策実施を担当
する全てのビジネスパーソンにも有用なツール
だと言える。とくに目に見えない価値・非財務
価値の可視化には大きな効力を発揮する。関心
のある方は拙著コラム「EBPM推進で用いられ
るロジックモデルとは？ EBPM浸透に向けた
第一歩」（2020年11月26日当社 HPコラム）や
「EBPMで用いられるエビデンスの役割とは？
EBPM促進のための「3つのエビデンス」の理
解」（2021年7月16日当社 HPコラム）を是非ご
覧頂きたい。

４．結びにかえて

　以上、本稿では、わが国の教育には生まれ育っ
た地域や家庭環境によって目に見えない格差が
生じており、そうした格差はデータがあって初
めて可視化できることをまずお伝えした。次に
その対応策についても、データで検証しないと
効果が限定的であるばかりか思わぬ副作用すら
生じることについて述べた。その上で、パネル
データの構築や行政情報の利活用、効果検証の
ための事前設計（リサーチデザイン）などの必要
性を紹介した。
　とくに学校教育分野は、今後デジタル化の更
なる進展によって、テストの点数や学習行動履
歴など様々な情報がデータ化され、授業内容の
改善等に活かされることが予想されている。し
かし、学力や学習行動は、家庭環境や地域環境

の影響を大きく受けている。さらに教育による
効果は、単なるテストの点数のみならず、成人
後の雇用や健康、医療、技術革新などに色濃く
反映されることとなる。そのため、学校内で収
集できる教育データのみならず、家庭や地域、
雇用、健康、医療といった他分野と連携したデー
タを収集・構築することが本来的には必要であ
る。そうしたデータの整備を通し、学力の背後
にある構造の可視化や、教育施策の事後検証に
活用することこそが、持続可能な社会の土台た
る教育分野に今求められている。

注
（1） 本稿では、「差・差異」と「格差」を区別して表記

する。「差・差異」については、必ずしも問題視さ
れない違いを指す。これに対し、「格差」は問題を
はらむ差異であり、是正・縮小・緩和をめざす対象
の場合に用いる。

（2） ここでいう高校は、全日制・定時制・通信制に加
え、中等教育学校の後期課程も含む。また令和２年
度卒業の、いわゆる現役生のみを母数とした算出で
ある。

（3） 教育社会学では、家庭や地域が子どもの学力に影響
を与える要素を、①経済資本（家計・教育投資など）、
②文化資本（本や美術品など客体化されたもの、学
歴など制度化されたもの、行動様式・言葉の使い
方・知識教養など身体化されたもの）、③社会関係
資本（人間関係や社会的ネットワークに内在する情
報・義務と期待を担う信頼関係・規範など）の３つ
に分類している（参考：耳塚寛明編2014『教育格差
の社会学』有斐閣）。本稿でいう「目に見えない格
差」とは、社会関係資本と文化資本のうち身体化さ
れた文化資本のことを念頭においている。

（4） 教育社会学における近年の先行研究は松岡（2019）
に詳しい。

（5） 東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究
センターが、高校生を対象に追跡的に行った調査。
2005年11月に高校３年生だった生徒4,000人に対
し、その後2006年3月（高校卒業時点調査）、2006年
11月（卒業１年目）、2008年１月（卒業２年目）、2009
年12月（卒業４年目）、2011年２月（卒業５年目）と
６年弱にわたって回答を依頼している。初回2005
年11月調査では当該生徒の保護者も調査対象とし
ている。高校生時点での学習状況や成績、進路等へ
の認識、親の世帯年収や親の学歴、進学期待等を踏
まえた上で、その後の生徒の進路も把握できる貴重
なデータとなっている。
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（6） ここでいう三大都市圏は東京１都３県（東京・埼玉・
千葉・神奈川）、大阪２府１県（大阪・京都・兵庫）、
愛知県の計８都府県が該当する。地方圏はそれ以外
の39道県を指す。

（7） こうした手法による発展に対し、2019年ノーベル
経済学賞（アルフレッド・ノーベル記念経済学ス
ウェーデン国立銀行賞。以下ノーベル経済学賞とい
う）がアビジッド・バナジー教授、エスター・デュ
フロ教授、マイケル・クレーマー教授らに授与され
た。受賞理由は「世界的な貧困を軽減するための実
験的アプローチ」に対してであり、彼ら彼女らは途
上国でランダム化比較実験の手法を用いた研究を多
数行い、「開発経済学の発展を通し、貧困と闘う力
を大幅に向上させた」ことが評価されている。

（8）  ゲイリー・ベッカーの人的資本理論に基づく考え
方。なお、ここでいう費用には学費など直接的な費
用だけではなく、「もしも進学しなかったら得られ
ていたはずの効用」という機会費用も含む。こうし
た効用や費用は、概念的には非金銭的なものも含ま
れているが、データの制約から実際の経済学の諸研
究では、金銭的な指標を用いたものが多い。

（9） 厳密には、追跡データだけでは因果効果は分析でき
ず、何かの事情で自然発生したイベントをうまく利
用して分析することとなる。なお、そうしたイベン
トをあたかも「自然実験」（準実験）とみなして因果
関係を分析する手法の発展を理由に、2021年ノー
ベル経済学がヨシュア・アングリスト教授、グイ
ド・インベンス教授らに授与されている。同時に受
賞したデービッド・カード教授も、授賞理由こそ
「労働経済学への実証的な貢献」であるが、その研
究は自然実験の発展に大きく貢献している。

（10） そうした失われたイノベーションの機会を、アレッ
クス・ベルらは「ロスト・アインシュタイン（失わ
れたアインシュタイン）」と名付けている。

（11） 2015年にノーベル経済学賞を受賞した医療経済学
者。受賞理由は「消費、貧困、福祉に関する分析」
であり、貧困や不平等研究の発展に大きく貢献し
た。余談ではあるが、前述のランダム化比較実験に
は懐疑的な立場を取ることでも知られている。
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